


�

児童相談所とは……
　児童相談所は、児童福祉法にもとづいて設置され、18 歳未満の子どもに関する相談で
あれば、本人・家族・学校の先生・地域の方々など、どなたからでもお受けします。
　児童相談所は、子どもの健やかな成長を願って、ともに考え、問題を解決していく専門
の相談機関です。

専門のスタッフがいます
　　　児童福祉司（ソーシャルワーカー）、児童心理司、医師などの専門スタッフが相談・
　　サービスにあたります。

このような相談に応じています

相談の方法
　○住所地を担当する児童相談所で相談をお受けしています。（しおり裏面参照）
　○相談時間
　　　月曜日〜金曜日　　午前９：００〜午後５：００
　　　　なお、来所される場合は、あらかじめ予約していただくとお待たせすることなく
　　　相談できます。
　○虐待等、緊急性のある相談には、夜間、土・日曜日、祝日（年末年始を含む）も児童
　　相談センターで対応しています。
　○相談内容は、すべて秘密を守ります。
　○相談は無料です。



(1) 助 言
　　受け付けた相談に対して、助言を行います。
　　また、他機関の援助が必要な場合、医療、援助、訓練などを受けることができる専門機
　関をご紹介します。

(2) 継続的な援助
　　必要に応じて、継続的に一定期間、専門職員による援助を行います。
　　援助の中には、遊びを通した治療プログラムやカウンセリングなどを個別または、グルー
　プで行うことがあります。

(3) 一時保護
　　緊急に保護を必要とする場合、保護による行動観察や生活指導が必要な場合、または短
　期入所指導を行う必要がある場合に一時保護を行います。
　　一時保護には一時保護所への入所と施設等への一時保護委託があります。
　　一時保護委託は、児童の疾病や障害などの状況により、施設などでの保護が適当な場合
　に行います。

(4) 養育家庭（里親）
　　いろいろな事情により家庭で生活することができない子どもを家庭に迎え、家族の一員
　として一緒に生活し、養育しています。

　子どもを養育している里親さんが休養をとりたいときなどには、一時的に子どもを預ける
ことができるレスパイト・ケア事業を利用できます。
　子どもの養育に対しては、養育費等の一定の経費をお支払いいたします。

(5) 施設への入所
　　いろいろな事情により家庭で生活することができない子どもを一定の期間、乳児院、児
　童養護施設、児童自立支援施設、知的障害児施設、肢体不自由児施設などの児童福祉施設
　で預かります。

(6) 児童自立サポート事業
　　児童自立支援施設を退所して、地域で自立に向けた第一歩を踏み出す子どもとその家庭
　を、児童相談所と民生・児童委員、主任児童委員がチームを組んで協力しながら、見守り
　支える事業です。この事業は保護者と子どもの同意を得てからスタートします。

(7) メンタルフレンドの派遣
　　お兄さん、お姉さんの世代にあたるボランティア（メンタルフレンド）を、家に閉じこも
　りがちな子どもの家庭や通所している児童相談所に派遣し、ふれあいの中でその子どもの
　社会性や自立性を高めていくお手伝いをします。

(8) 愛の手帳の交付
　　知的障害の子どもへの援助を図るため、東京都では「愛の手帳」（国は療育手帳）を交付し
　ています。愛の手帳の交付申請は、児童相談所で受け付けています。
　なお、障害の程度に応じて各種の援助施策があります。
　　※特別児童扶養手当などの給付　※税金の減額あるいは免除
　　※医療費の一部助成　　　　　　※鉄道、バス、航空運賃等の割引　　※その他

つぎのような援助があります

養 育 家 庭

専門養育家庭

親 族 里 親
養子縁組里親

　養子縁組を目的としないで、一定期間子どもを養育する制度。
　なお、身近な地域での短期間の養育ニーズにこたえる養育家庭（短期条
件付）やレスパイト・ケア事業だけを行う養育家庭（レスパイト限定）も募
集しています。
　専門的ケアを必要とする子どもを専門性を備えた養育家庭のもとで一定
期間養育する制度。
　一定の要件を満たす子どもを三親等内の親族が養育する制度。
　養子縁組（普通養子・特別養子）を目的として、子どもを養育する制度。
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児童相談センターでは
　児童相談センターは、地域児童相談所としての役割の他に、中央児童相談所としての機
能をもっており、地域児童相談所に対する連絡調整、技術的援助、情報提供、措置の調整
など必要な援助を行っています。そのほか、東京都全域を対象としている治療指導事業、
電話相談事業などの各種事業や児童相談関係機関との連携の場の設置などセンター固有の
事業を展開しています。

　○治療指導事業
　　　児童相談センター治療指導課では、家庭、学校、施設において様々な不適応行動を
　　示す子どもに対して、多領域の専門スタッフが通所や宿泊による援助を行っています。

　○施設巡回支援事業
　　　虐待を受けた子どもをはじめ、様々な情緒的問題を抱える子どもの入所が増えてい
　　る児童養護施設、乳児院や児童自立支援施設などを支援するため、心理職員や精神科
　　医師が巡回し、講義、演習、ケース検討、医療相談など行っています。

　○電話相談事業
　　　気軽に相談できるよう、相談は匿名で受けており、特に子育てをしている母親から
　　多くの相談があります。相談には、経験豊富な専任相談員が対応しています。

治療指導（児童相談センター治療指導課）愛称こどものサポートステーションぱお

対象
　○情緒的な問題を抱えた子ども（例えば、不登校、家庭内暴力、乱暴、虐待による心の
　　傷、多動、低年齢の非行など）
　○情緒的な問題を抱えた子どもの保護者及び子どもの入所している施設職員等の関係
　　者
　○虐待を受けた子ども（一時保護）
援助方法
　○通所や宿泊による生活指導及び学習指導の他、医療ケアや心理療法、造形・音楽・
　　スポーツ・レクリエーションなどの集団療法を組み合わせ、総合的な治療援助を行
　　います。
利用期間
　○利用期間などは、子ども、保護者、担当職員とで話し合って決めます。
　○養護施設等に入所している子どものアセスメントのための宿泊は 2 週間程度、一時
　　保護の子どもの宿泊は概ね１〜２ヶ月を目安としています。
利用手続き
　○各児童相談所に相談するか、直接治療指導課へご相談ください。

４１５２（よいこに）電話相談
☆ 相談内容：子どもに関するさまざまな相談
　　　　　　（子育てに関する親からの悩み、子ども本人からの悩み等）
☆ 相談受付：
　・月〜金曜日 午前９時〜午後８時３０分
　・土・日・祝日 午前９時〜午後５時 （１２月２９日〜１月３日を除く）

　聴覚言語障害者専用ファックス　　FAX ０３（３２０８）１１６２

TEL ０３（３２０２）４
よ  い  こ  に 

１５２
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児童虐待対策事業
（1）虐待対策班の設置
　　平成１２年４月に設置された児童相談センター虐待対策課を発展的に解消し、そのノウ
　ハウをもとに、平成１５年４月より各児童相談所に児童福祉司、児童虐待対応協力員から
　なる虐待対策班を設置しています。
　これは、各児童相談所において、迅速で的確な虐待対応が行えるよう体制の強化を図った

ものです。　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成１５年より実施
（2）通年開所
　　児童虐待に迅速に対応するため、緊急ケースに土・日曜日、祝日（年末年始を含む）に
　も対応する相談窓口を設置し、３６５日切れ目のない緊急相談体制を確保しています。

（3）民間相談機関との連携の強化
　　複雑な児童虐待について民間相談機関と連携して対応するため、社会福祉法人「子ども
　の虐待防止センター」と平成１２年に協定を締結しました。また、児童相談所が保護を必
　要と認めた個別具体的なケースの一時保護を特定非営利活動法人「カリヨン子どもセンター」
　（平成２０年より社会福祉法人）に依頼するために、平成１６年に協定書を締結しました。
　協定では個別の相談事例への援助についての相互の情報交換とその守秘義務について定め
　ています。

（4）児童虐待カウンセリング強化事業の実施
　　虐待防止、親子関係の改善、家族の再統合を図ることを目的として、精神科医等の医師

を登録し、カウンセリング等を実施しています。　　   　　　　　　 平成１３年より実施
（5）家庭復帰促進事業
　　児童虐待などにより施設等に入所した子どもについて、家庭環境の改善、家庭復帰に向
　けての取組を行い、施設等入所児童の早期家庭復帰の促進を図ります。 

平成１５年より実施
（6）一時保護所へ心理職員の配置
　　一時保護された子どもの行動観察や心のケアを行うために、各一時保護所に心理職員を

配置しています。　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１３年より実施
（7）虐待を受けた子どもの追跡調査
　　治療指導課で一時保護した、虐待を受けた子どものその後の状況について、精神医学的・
　心理学的側面から、アフターケアを兼ねて毎年夏休みに面接調査を行っています。

　平成１１年より実施（治療指導課）
（8）家族再統合のための援助事業
　　虐待を受けて児童養護施設に入所している子どもや養育家庭に委託されている子どもと
　その保護者に、家族合同でのグループ心理療法や、親のグループカウンセリング、家族カ
　ウンセリングなどさまざまな援助を行っています。 

平成１４年より実施（治療指導課）

地域・関係機関との連携
○要保護児童対策地域協議会
　　虐待を受けた子ども、非行の子どもなどをはじめとする要保護児童の適切な保護のた
　めの情報交換や支援内容に関する協議を行うために、東京都や区市町村が設置する「要
　保護児童対策地域協議会」の構成員として、関係機関等との連携・協力を行っています。

○地区連絡協議会
　　この協議会は、児童委員・主任児童委員、児童相談所・学校等が中心となり関係機関
　の参加を得て、地域の児童問題について情報交換及び協議等を行うことを目的としてい
　ます。協議会は、原則として区市町村ごとに設置されています。

○地域支援担当
　　各児童相談所に地域支援担当の児童福祉司を配置し、関係機関とのネットワークづく
　りの支援、子ども家庭支援センターの支援を行っています。また、地域に根ざした養育
　家庭の開拓・委託、家庭復帰支援を推進しています。



一時保護
つぎのような場合、一時保護します。
　○緊急保護
　　・迷子、置去りなど保護者が不明なとき。
　　・保護者の死亡、病気、逮捕、家出、離婚などにより、子どもが家庭で生活することが
　　　困難な状況が生じたとき。
　　・保護者による虐待、乱暴など養育環境が子どもにとって不適切であるとき。
　○行動観察
　　・非行、家庭内暴力、不登校などの子どもを一時的に保護して、十分な行動観察と行動
　　　診断を行い、問題解決の方法を検討する必要があるとき。
　○短期入所指導
　　・短期間の心理療法、生活指導等が有効と判断され、他の方法による支援が困難なとき。

一時保護所の生活
　○おおむね２歳から１８歳未満の子どもが対象となります。
　○幼児（未就学児）と学齢児（小学生以上）に分かれ、日課により生活します。
　○年齢や成長に応じた生活習慣が身につくよう生活指導を行います。
　○学齢児には、学習指導職員などにより子どもの学力に応じた学習指導を行い、学習の習
　　慣と意欲の向上に努めています。また、場合により在籍校への通学ができるよう努めて
　　います。
　○食事は、栄養のバランスはもちろん、子どもの嗜好に配慮して楽しい食事ができるよう
　　努めています。
　○誕生会、外出行事、スポーツ大会、季節の催しを行っています。
　○必要に応じて、医学診断や心理診断を行います。
　　（一時保護所は都内に６ヵ所あります）

養育家庭制度（里親） 愛称 ほっとファミリー

　さまざまな理由により、家庭で生活することができない子どもを、家庭的な環境の下で
健やかな成長が図られるよう、次の機関が相互に連携しながら、里親制度を推進していま
す。

児童相談所
　　里親希望者からの相談、申請受付、家庭訪問調査、子どもの委託、委託後の里親への
　支援、里親同士の交流などを行います。
　　養育家庭の相談を担当する児童福祉司と養育家庭専門員が中心となって、地域におけ
　る養育家庭制度の推進に努めています。

児童相談センター里親担当
　　里親の認定・登録・子どもの委託等の情報管理、養育家庭・専門養育家庭と子どもと
　の組み合わせ・交流に関する調整、里親制度の運用について児童相談所・福祉保健局少
　　子社会対策部等関係機関との調整などを行います。

福祉保健局少子社会対策部育成支援課里親担当
　　里親制度推進のための総合調整、普及啓発、里親開拓に関する企画立案・里親の認定
　及び登録、里親に対する経費の支出などを行います。
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特定非営利活動法人 東京養育家庭の会
　　東京都の養育家庭とその関係者で組織し運営する特定非営利活動法人（以下「ＮＰＯ
　法人」という。）です。養育家庭制度の充実、地域社会での理解増進などに取り組んで
　います。
　　東京都では、平成１７年度から里親に対する研修や養育家庭の交流会及び養育家庭の
　身近な悩みに対してアドバイスを行うなどの事業をＮＰＯ法人東京養育家庭の会に委託
　し、養育家庭制度のより効果的な事業展開を図ることとしました。

子どもの権利擁護専門相談事業
　子どもたちからの幅広い相談をフリーダイヤルの電話で受け、深刻な権利侵害事例につ
いて、子どもの権利擁護専門員が事実関係の調査や関係機関との調整などの活動を行いま
す。
　また、２４時間、子どもたちが自由にメッセージを吹き込むことができるメッセージダ
イヤルを設置しています。吹き込まれたメッセージの一部はコメントを付けて編集を行い、
電話で聞くことができます。

　○東京こどもネット電話相談 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（フリーダイヤル）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０１２０－８

はなしてみなよ
７４－３７４

　　☆相談内容：いじめ、体罰など子どもの権利侵害に関すること
　　☆相談受付：月〜金曜日 午前９時〜午後８時３０分
　　　　　　　　土・日・祝日 午前９時〜午後５時（１２月２９日〜１月３日を除く）

　○メッセージダイヤル（年中無休・フリーダイヤル）
　　　　　　０１２０－８７４－３７６（メッセージを聴く・吹込む）
　　　　　　０１２０－８７４－３７８（吹込専用）
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児童相談の流れ
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相談の種類

※１　構音障害：口唇・舌・口蓋や脳機能などの障害により、話ことばを正確・明瞭に発音できない状態をいいます。
※２　ぐ犯行為：保護者の正当な監督に服しない性癖のあることなど一定の事由があって、その性格または環境に照らして、将来、罪を犯す、　
　　または刑罰法令に触れるおそれのある少年の行為をいいます。
※３　触法行為：14歳未満で刑罰法令に触れる行為をいいます。
※４　犯罪少年：罪を犯した 14歳以上 20歳未満の少年をいいます。
※５　緘黙（かんもく）：話す能力があるにもかかわらず、心理的原因等で、学校等の特定場面、あるいは生活全般で話さない状態をいいます。
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東京都の児童人口、児童相談所の相談件数の推移

※児童人口：「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」都総務局統計部人口統計課
　　　　　　（各年度１月１日現在）
※（　　）は電話相談件数の再掲

平成20年度東京都児童相談所相談別受理状況

※（　　）は電話相談件数の再掲

被虐待・非行・不登校の相談受理状況
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虐待に関する相談対応状況

虐待相談の経路 虐待をしている人
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